
様式第１号－２（第３条、第５条関係） 

CE 促進事業認証申請書 

 

令和 ○年 ○月 ○日  

熊本県知事       様 

 

申請者 〒862-8570   TEL096－333－2628 FAX096－383－7680 

住所 熊本県○○市○○町○○ 

    氏名 株式会社 ○○家具 代表取締役 環境一郎 

                 （法人にあっては、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名） 

 熊本県サーキュラーエコノミー認証制度実施要綱第７条第１項（第８条第１項）の規定に基づき、

CE 促進事業の認証（更新）について、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

認証番号（更新の場合）            ※更新の場合のみ記入 

１．C E 促進事業の品目 ※当てはまる方に〇をつけてください。 

環境配慮設計・サービス事業 

２． 

CE 促進事業

の概要 

CE 促進事業 

の 名 称 
サステナブルチェアー 

環境配慮の 

方針・サービ

ス分野 

【環境配慮設計の場合】 

当てはまる環境配慮の方針にチェックしてください。（複数選択可） 

１．構造 

□減量化 □包装の簡素化 ☑長期使用・長寿命化 □部品のリユース 

□単一素材化 ☑分解・分別の容易化 □収集・運搬の容易化 

□破砕・焼却の容易化 

□その他の環境配慮（             ） 

２．材料 

□環境配慮型の素材への代替 □再生利用が容易な材料の使用 □再生

資源の利用 ☑生分解性の素材の利用 

□その他の環境配慮（             ） 

 

【サービス事業の場合】 

当てはまるサービス分野にチェックしてください。 

□リユースサービス □シェアリングサービス □リペアサービス 

□リース・レンタルサービス・サブスクリプション 

□その他のサービス（             ） 

記入例 

※登記事項証明書どおりに記載 

※都道府県名から記載すること 

押
印
不
要 



「環境配慮

の方針・サー

ビス分野」の

詳 細 

※上記欄で選択した環境配慮の方針又はサービス分野について、具体的な

取り組み内容を記入してください。 

※説明に必要な資料は添付してください。 

・座面や背面を簡単に取り外したり取り付けたりできる構造にすること

で、一部が壊れても、ユーザーが自ら部品を交換して長く使える設計に

なっている。 

・座面や背面の布地も簡単に取り外せる工夫をしており、廃棄後の分別も

容易な設計。 

・プラスチック部分は 100％生分解性プラスチックを使用。 

CE 促進事業

の使用・利用

方法等の概

要 

・主に事務作業等のオフィスチェアとしての使用を想定している。 

・部品の購入依頼は電話や電子メール等で受け付けており、工場に部品の

在庫があれば即日発送も可能。 

製品の販売

やサービス

提供開始等

の時期（予

定 ） 

令和〇年〇月 

３． 

製造等を行

う工場、事業

場等又はサ

ービス提供

を行う事業

所 

名 称 株式会社○○家具熊本工場  

所 在 地 熊本県○○市○○町○○   ※都道府県名から記載すること 

４． 

原材料とな

る再生資源

等の状況 

【再生資源

を使用して

いる場合の

み記載】 

再生資源の

種類 
 

再生資源の

含有率 
 

供 給 者 の 

名称、住所 
 

発生場所の

名称、所在地 
 

年間受入量  

料金等  □有価購入  □無料引取  □処分料受領 

５． 

CE 促進事業

の価格及び

販売の状況

（見込み） 

☑A：既に製品の販売等又はサービスの提供等をしている 

 （開始時期：令和〇年〇月 ） 

□B：今後、６か月以内に製品の販売等又はサービスの提供等を行う 

（開始時期（予定）：      ） 

※概略だけ記載し、詳細は別紙

で説明してください。 



販売又はサ

ービス提供

の 状 況 

※製品であれば製造量等、サービスであれば提供数等を記載してくださ

い。B の場合は予測の上で記載してください。 

約 1 万脚／年 

供 給 区 域 
※地域を記載してください。 

県内全域（国内全域） 

主な供給先 株式会社○○  〇〇県○○市○○町○○ 

主 な 

納 入 実 績 
株式会社○○ R7:2,000 脚、R6:1,500 脚、R5:1,800 脚 

６． 

CE 促進事業の製造・提供等

に係る行政庁の許可、認可、

免許等の取得状況 

 

 □有    ☑無  
 （「有」の場合は許可証の名称及び許可番号等） 

 

 

 

７．（１） 

要綱第６条第１項第２号

（廃棄物処理法第１４条第

５項第２号イからヘ）の該

当状況 

 

 □該当 ☑非該当 

 

 

７．（２） 

要綱第６条第１項第３号

（暴力団若しくは暴力団

員と密接な関係を有する

もの）の該当状況 

 

 

 □該当 ☑非該当 

 

８． 

生活環境保全対策の概要 

 

※水質汚染、大気汚染、悪臭、VOC 排出等に対する対策を講じていれば

記載してください。 

９． 

CE 促進事業の製造・ 

品質管理方法 

※環境配慮設計の場合、製

品の製造方法・品質管理方

法を記載ください。サービ

ス事業の場合、サービスの

提供体制等について記載く

ださい。 

フレーム・パーツ製造→張地加工→組立→機能検査・梱包→出荷 

 

※概略だけ記載してください。 

 （詳細については別紙で説明してください。） 

（廃棄物処理法 

第１４条第５項 

第２号イからヘ

までのいずれか

に該当する） 

（廃棄物処理法 

第１４条第５項 

第２号イからヘ

までのいずれに

も該当しない） 

（暴力団又は暴

力団員と密接な

関係を有するも

のである） 

（暴力団又は暴

力団員と密接な

関係を有するも

のではない） 

※非該当の場合は、様式
第 1 号別紙の申立書を添
付すること。 

※許可等を取得している場合は、その

証明となる書類の写しを添付 



１０． 

製造等の管

理、記録及び

報告に係る

実施計画 

※環境配慮

設計は①～

③について

記載必須。サ

ービス事業

においては

①のみ必須。

②～⑤につ

いても管理

や記録が必

要な場合は

記載するこ

と。 

①環境効果 

 内容 頻度（報告予定月） 

 

管理

及び

記録 

 

自社の環境効果低減率計算システムに

て前年度の実績を算出 

年に 1 回 

 

報告 

 

上記計算結果を報告 4 月 30 日 

 

備考 

 

なし  

②品質性能 

 又は品質 

管理事項 

 内容 頻度（報告予定月） 

 

管理

及び

記録 

 

(定期管理) 
 
耐久性・強度試験 (JIS S 1206 準拠) 
安定性・安全性試験 (JOIFA 基準) 

 

(日常管理) 
出荷前検品（外観、機能等） 

 

(定期管理) 
 
年に１回 
 
(日常管理) 
出荷前に全製品の検品を
実施 

 

 

報告 

 

（定期管理） 4 月 30 日 

 

備考 

 

なし  

③環境安全 

 性 

 内容 頻度（報告予定月） 

 

管理

及び

記録 

 

大気汚染防止法 VOC 放出量検査 年に 1 回 

 

報告 

 

大気汚染防止法 VOC 放出量検査 4 月 30 日 

 

備考 

 

なし  

 

 



 

④その他の 

 管理事項 

 内容 頻度（報告予定月） 

 

管理

及び

記録 

 

なし なし 

 

備考 

 

なし  

⑤その他の 

記録事項 

□その他 

 

 

 

 

１１． 

環境負荷の増減状況等 

※環境配慮設計の場合は従来の製品を使用した場合と比較して、サ

ービス事業の場合は従来の仕組みと比較して、環境負荷がどのよう

に、どの程度低減するかを記載してください。 

※「環境配慮の方針・サービス分野」で選択した事項との関連が分

かるように記載してください。 

※図等を用いても構いません。 

※根拠の説明に必要な資料は添付してください。 

ア 廃棄物発生量 （１０）％低減 

 根拠： 

 

イ 循環利用量  （ ０ ）％増加 

 根拠： 

 

ウ 天然資源物の量 □増加 □変わらない ☑低減 

 根拠： 

 

エ 二酸化炭素発生量 □増加 □変わらない ☑低減 

 根拠： 

 

オ その他特筆すべき事項 

 

 

 

１２． 

添付書類等 

【環境配慮設計】 

☑①申請者の登記事項証明書 

☑②申請者と製造等を行う者が異なる場合は、関係が分かる資料 

☑③製造工場等の付近見取り図 

☑④品質性能に係る検査結果書の写し 

※根拠の概略を記載してください。 

 （詳細については別紙で説明してください。） 



☑⑤環境安全性に係る検査結果書の写し 

☑⑥品質管理に関する資料 

a  製造工場等の工場内配置図 

ｂ 申請製品の製造設備の概要 

ｃ 申請製品の製造等の工程図（製造フロー図） 

ｄ 申請製品の品質管理基準（社内規格一覧表） 

ｅ 品質管理体制図（製造工場等の組織図）及び品質管理責任者 

☑⑦環境負荷の増減に関する根拠資料が必要な場合は、該当する資料 

☑⑧その他、申請書の記載の中で根拠資料が必要な場合は、該当する資

料 

☑⑨製品又は製品の見本及び製品の写真 

☑⑩製品の写真の電子データ（県ホームページ掲載用） 

☑⑪製品のパンフレット、説明書等 

☑⑫会社案内、パンフレット等 

 

【サービス事業】 

□①申請者の登記事項証明書 

□②２者以上が連携して事業を行う場合は、関係が分かる資料 

□③事務所等の付近見取り図及びサービスの供給区域を示す図 

□④当該サービスの実施・提供等に関する許可書等の写し 

□⑤環境負荷の増減に関する根拠資料が必要な場合は、該当する資料 

□⑥その他、申請書の記載の中で根拠資料が必要な場合は、該当する資

料 

□⑦サービスの実施・提供に関する体制図（組織図） 

□⑧サービスの実施・提供の様子が分かる写真等 

□⑨⑧の写真の電子データ（県ホームページ掲載用） 

□⑩サービスのパンフレット、説明書等 

□⑪会社案内、パンフレット等 

 

 

担当者 

連絡先 

所 属 ・ 氏 名 製造管理部 環境みどり   

所  在  地 〒862-8570 熊本県○○市○○町○○  ※郵便物の到着場所 

電 話 番 号 等 （TEL）096-333-2628      （FAX）096-383-7680 

Ｅ - m a i l junkanshakai@pref.kumamoto.lg.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ https://www.pref.kumamoto.jp/ 

 


